
第２期北海道雇用・人材対策基本計画の概要 

令和６年（2024年）３月 北海道 

Ⅰ 基本的な考え方 

１ 計画策定の趣旨 

本道を取り巻く経済・雇用情勢やこれまでの施策の実施状況などを踏まえ、雇用・労働に関する諸

課題への的確な対応を図りながら、良質で安定的な雇用の実現に向けた施策を総合的かつ計画的に

推進していくため、施策の基本的な方向性を示す計画を策定する。

２ 計画の位置づけ 

北海道雇用創出基本条例第 10 条に基づく「雇用の創出に関する基本的な計画」及び北海道総合計画

の特定分野別計画。 

３ 計画の期間 

令和６年度から令和９年度までの４年間 

４ 計画の目標 
・労 働 力 率：令和９年で 60％以上

・就 業 率：各年において前年より上昇

＜目標達成に向けた関連指標＞ ※令和９年目標 

①女性の労働参加 ②仕事と家庭の両立 ③高齢者の労働参加

・女性の就業率：50％以上

・女性の正規雇用比率：46％以上

・育児休業取得率（男性）：64％以上

・(取得者のうち)育休取得期間が

５日以上であった割合（男性）：99％以上

・高齢者(65歳以上)の

就業率：25％以上

５ 計画のめざす姿と推進力 
 

 

Ⅱ 雇用を取り巻く状況と課題 

第１期北海道雇用・人材対策基本計画により各般の施策に取り組んできたものの、人口減少・少子

高齢化が進むなど、依然として労働力不足といった構造的課題は継続、また、事業所の縮小・廃止

等による離職者も一定程度発生しており、良質で安定的な雇用の実現に向けて、引き続き、多様な

方々の労働参加、安心して働ける環境づくり、地域産業の活性化が必要。 

Ⅲ 良質で安定的な雇用の実現に向けた取組 

(1)労働参加の促進

①女性への就業支援

②高齢者への就業支援

③障がい者への就業支援  

④長期無業者等への職業的自立支援

⑤季節労働者の通年雇用化の促進

【めざす姿】 

１ 人材の育成・確保 

【推進力】 ①事業者と働く人々の意欲と挑戦 ②地域の創意に満ちた取組 ③分野横断的な連携・協働 

多様なニーズに対応した就業支援、職業能力開発機会の提供、
様々な産業分野における女性活躍の促進など 

65歳超の働く職場の拡大促進、関係機関と連携した高齢者雇用
の機運醸成、再就職に向けた職業能力の開発、など 

通年雇用促進協議会の活性化、冬期間における雇用の確保、季
節労働者の技能向上、事業主への意欲喚起など 

関係機関と連携した福祉的就労から一般就労に向けた一体的支
援、希望や特性等に応じたきめ細かな就業支援など 

就職氷河期世代を含む長期にわたり無業の状態にある方や不安
定な就労状態にある方への支援体制づくりなど 

良質で安定的な雇用を実現し、働く意欲のある方々を増やすとともに、道民が、それぞれのライフ

ステージに応じて、経験や能力を発揮し、地域を支える産業の活性化が図られる好循環を生み出す。 

『将来に希望を持って働き、豊かで安心して暮らせる社会』 
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(2)新規学卒者等の道内就職の促進  

(3)人材の誘致

①ＵＩターンの促進

②外国人材の受入れ  

(4)求人・求職のマッチング  

(5)知識・技能の習得・向上

①地域を支える産業の担い手の育成

②多様な訓練機会の確保  

(1)労働時間や待遇などの改善  

(2)多様で柔軟な働き方がしやすい環境の整備 

(3)子育て･介護･治療と仕事の両立支援

(4)従業員の職場定着への支援  

(1)中小･小規模企業の経営力の向上

(2)地域産業の付加価値向上や省力化･効率化

(3)成長分野への展開

①ものづくり産業の振興

②新しい分野の産業育成

(4)本道が優位性を持つ食や観光分野などの磨き上げ 

(5)道外･海外からの投資促進

雇用の維持と離職者等の早期再就職支援 

Ⅳ 計画の推進管理 
(1)推進体制

「庁議」や「北海道働き方改革推進プロジェクトチーム会議」等を開催し、様々な分野の施策と連携。

(2)推進計画

毎年度「推進計画」を策定し、目標、関連指標及びその他取組指標の進捗確認と併せ、取組結果を

公表。

(3)点検評価

就業や求人・求職の状況等の分析により、施策の点検評価を実施。

現場見学会等による道内産業の魅力発信、企業説明会･インター
ンシップの実施、教育機関と連携したキャリア教育の充実など

移住･定住施策との一体的な取組、就職フェアなどを通じた首都
圏等大学生などのＵＩターンの促進、関係人口の創出･拡大など 

地域や企業等における外国人材の受入環境づくりへの支援、北
海道で働き暮らすことの魅力の国内外への情報発信など 

カウンセリングの実施、人手不足分野などにおける職業理解の
促進、地域企業の魅力発信やマッチング機会の提供など

２ 就業環境の整備 

３ 生産性や収益力の向上 

地域の課題やニーズ等に対応した人材の育成、技能の継承、未
来を担う若者への産業教育の充実など 

スキルアップやリ・スキリングに向けた職業訓練の実施、中小
企業事業主団体等の職業訓練への支援など

長時間労働の是正や年次有給休暇の取得、女性、高齢者、障がい者、
性的ﾏｲﾉﾘﾃｨといった多様な方々を受け入れる職場環境整備など 

働く方々の希望するスタイルに合った多様で柔軟な働き方の普
及・促進、就業環境の整備に取り組む企業等への支援など 

｢産後パパ育休｣など育児・介護休業制度等の活用促進、子育て支援・介
護サービス等の充実、仕事と家庭の両立に取り組む企業への支援など 

在学中からの職業理解等の促進、メンター制の普及やコンサル
ティングの実施、職場定着等に向けた企業支援など

４ 雇用のセーフティネットの整備 

経営相談や指導体制の充実による経営体質の強化、事業承継の
円滑化、創業等の促進、地域商業の活性化など 

公設試験研究機関等の活用による新技術・新製品の開発促進、
地域資源を活用した商品･サービスの創出、適切な資源管理など 

関係機関と連携したものづくり企業の技術力向上支援、道内企
業の技術力強化等による参入促進や関連企業の誘致など 

半導体関連産業等の集積促進、再生可能エネルギーの導入促進、宇宙航空
産業への参入や新ビジネス創出支援、環境・エネルギー産業の振興など 

道産食品の生産の安定化、輸出品目拡大・高付加価値化の推進、
国際的に質の高い観光地づくり、戦略的誘客活動など 

北海道の立地優位性を活かした企業立地の推進、本社機能の移
転などの促進に向けた誘致活動など 

倒産の未然防止、事業継続が困難な事業者の雇用維持に向けた
関係機関と連携したサポート、離職者の早期再就職支援など 

197



第１１次 北海道職業能力開発計画の概要
令和３年12月24日策定

１ 計画策定の趣旨等

・職業能力開発促進法第７条第１項により、国の職業能力開発基本計画に基づき、都道府県は、
当該区域内の職業能力の開発に関する基本となるべき計画の策定に努めるものと規定。

・職業能力開発をめぐる環境及び経済・雇用情勢の変化や、国が令和３年３月に策定した
第１１次職業能力開発基本計画の内容などを踏まえ、第１１次計画を策定するもの。

２ 計画の概要

第１部 総説

１ 計画のねらい
・働く者一人ひとりの職業生活の安定と社会的な評価の向上を目指し、今後取り組む基本的施
策の方向性を示す。

２ 計画の期間
・令和３年度から令和７年度までの５年間

第２部 職業能力開発を取り巻く現状

１ 職業能力開発を取り巻く現状 ２ 職業能力開発における主な課題
・生産年齢人口・労働力人口が減少、全国 ・労働者一人ひとりの生産性を高め、多様な人
を上回るペースで高齢化が進行 等 材の活躍を促進

・新型コロナウイルス感染症の流行長期化 ・新型コロナウイルス感染症の影響の中、産業
による経済への影響、全国と比べ、二次 経済に停滞が生じない「新たな日常」の構築
産業の構成比率が低い 等 に向けた社会の変化に対応

・福祉や医療、建設業など一部業種では有 ・労働者自らが時代のニーズに即したキャリア
効求人倍率が高い、就業率は総じて全国 形成を図り、次代の地域経済を担う人材の育
より低く、特に女性20～34歳、高齢者の 成支援
格差が大きい 等 ・技能労働者の育成を進め、産業発展の基礎と

なる優れた技能を維持、継承

第３部 職業能力開発の方向性と基本的施策

【計画の基本的考え方】
・職業能力開発の方向性を明確にするため、「５年後の目指す姿」を示すとともに、職業能力開発
施策の実施目標や実施目標毎の指標の設定により進捗状況を管理する。

１ ５年後の目指す姿
(１)地域を支える産業において、「新たな日常」の中、労働環境や社会ニーズの変化に対応した

多くの優れた産業人材が活躍している。
（２)経済・雇用情勢等の変動に伴い、多様な働き手がそれぞれのニーズに応じた働き方を選択

し、活躍している。

２ 施策の実施目標
(１)「新たな日常」や地域・産業の課題、ニーズを踏まえた人材育成・確保の推進
(２)多様な働き手が活躍する全員参加型社会の実現に向けたきめの細かい職業能力開発の推進
(３)時代のニーズに即した労働者のキャリア形成の推進
(４)現場を支える熟練技能の継承や技能の振興・普及促進

指 標

現 状 最 大 値 目 標 値
内 容 (Ｒ２) (Ｈ28～Ｒ２) (Ｒ７)

高等技術専門学院（施設内訓練）修了生の関連業界就職率(%) ８８．６ (H30) ９３．８ ９５．０

公共職業訓練（委託訓練）の受講者における就職率(%) ６８．７ (H29) ７２．３ ７７．０

能力開発セミナー（在職者向け研修会）受講者の満足度(%) ８７．７ (H30) ９４．３ ９７．０

道が実施する技能検定の合格者数(人) ２，２８２ (R１)３，７７２ ４，０００
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【職業能力開発の方向性と基本的施策】

１「新たな日常」や地域・産業の課題、ニーズを踏まえた人材育成・確保の推進
(１) 本道に強みのある分野における人材育成の推進
（２）高度技術者等の誘致による職業能力底上げの促進
（３）地域の担い手となる人材育成・確保の推進
(４) 労働生産性の向上に向けたデジタル化への対応をはじめとする職業訓練等の推進

２ 多様な働き手が活躍する全員参加型社会の実現に向けたきめの細かい職業能力開発の推進
(１) 女性の活躍推進に向けた職業能力開発
(２) 若年者(ニート、離職防止含む)に対する職業能力開発
(３) 中高年齢者・高齢者に対する職業能力開発
(４) 障がい者に対する職業能力開発
(５) 非正規雇用労働者に対する職業能力開発
(６) 季節労働者に対する職業能力開発
(７) 雇用情勢に対応した職業能力開発

３ 時代のニーズに即した労働者のキャリア形成の推進
(１) 在学中におけるキャリア教育の推進
(２) 労働者の自律的・主体的なキャリア形成の支援
(３) 企業などにおける人材育成の強化

４ 現場を支える熟練技能の継承や技能の振興・普及促進
(１) 技能尊重機運の醸成
(２) 未来を担う技能者の育成と技能の継承

第４部 計画の推進
１ 計 画 の 推 進 体 制
・民間の活力を最大限に活用するとともに、民間において実施が困難な分野等については、公
共部門自らが主体的に実施することにより、適切な役割分担のもと取組を推進。

２ 関係機関等との連携
・国等の関係機関や民間教育訓練機関などとの連携により、効果的・効率的に取組を推進。

３ 計画推進の考え方
・第３部に記載した基本的施策について短期的や中長期的といった視点を持ち、施策毎の達成
状況を的確に把握。

４ 計 画 の 推 進 管 理
・施策の実績把握や事業の点検評価を行うほか、北海道雇用・人材対策基本計画及び同推進計
画と連携した推進管理を実施。
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